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１ 一般労働者の男女間所定内給与格差の推移

出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。
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２ 男女間賃金格差の要因

調 整 前
(原 数 値 )

①

調 整 後

②

勤 続 年 数 6 5 . 9 7 1 . 7 5 . 8

職 　   階 6 8 . 3 7 9 . 9 1 1 . 6

年 　 　 齢 6 7 . 3 1 . 4

学 　 　 歴 6 7 . 6 1 . 7

労 働 時 間 6 7 . 1 1 . 2

企 業 規 模 6 6 . 7 0 . 8

産 　 　 業 6 4 . 7 6 2 . 1 - 2 . 6

要 　 因

男 女 間 賃 金 格 差
男 女 間 格 差
縮 小 の 程 度

② － ①

6 5 . 9

出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2006年)の結果を用いて算出

注）１ 「調整前（原数値）」は男性100に対する、実際の女性の賃金水準
２ 「調整後」は女性の各要因ごとの労働者構成が男性と同じと仮定した場合の賃金水準
３ 「産業」「職階」による調査結果については、調整の都合上、一部のデータを除外しているので他要因による調整結果と

比較する際に注意が必要。



３ 男女間賃金格差の国際比較

80.2

76.8

74.1

66.9

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

日本
（2007）

アメリカ
（2007）

イギリス
（2004）

フランス
（2002）

出所）日本：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2007年)
アメリカ：労働省「Employment and Earnings」（2006年）
イギリス、フランス：ＩＬＯ「Year Book of Labour Statistics」

注）日本 ：１ヶ月当たり賃金（所定内給与）。フルタイム労働者。
アメリカ：１週当たり賃金。16歳以上、フルタイム労働者。
イギリス：１時間当たり賃金。フルタイム労働者。（農林水産業を含む。）
フランス：１ヶ月当たり賃金。
男性労働者の賃金を１００としたときの女性労働者の賃金の値



４ 一般労働者の勤続年数階級別男女間所定内給与格差
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1986年
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出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。



５ 一般労働者の年齢階級別男女間所定内給与格差
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1986年
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出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。
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６ 一般労働者の企業規模別年齢階級別男女間所定内給与格差の推移①

出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。

企業規模（従業員数）：１，０００人以上
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出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。

７ 一般労働者の企業規模別年齢階級別男女間所定内給与格差の推移②

企業規模（従業員数）：１００～９９９人
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８ 一般労働者の企業規模別年齢階級別男女間所定内給与格差の推移③

企業規模（従業員数）：１０～９９人

出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。



９ 一般労働者の学歴別男女間所定内給与格差の推移

67.1

68.5

68.0
68.3

68.8

69.3

68.8

62.2
62.4

61.7

65.9

67.6

66.8

60.7

60.2

60.2

60.5

60.5

59.7

66.5

65.365.5

64.6

63.9
63.1

62.8

62.5

62.0

61.6

61.5

65.9

66.9

69.4

68.5

67.8

66.566.4

66.8 67.8

66.9

66.6
67.9

68.4
68.5

68.2

68.0

69.0

66.3
65.9

66.3

62.5

63.4

62.8
63.1

63.5

64.0
64.5

65.0

67.3
67.3

65.7

68.1

63.1
62.8

63.7
63.7

64.5

66.0
66.8

58.1
58.4

58.5

58.7

58.9 59.0

58.0

59.1 59.0

60.5

59.5

59.3

62.4

63.0

60.5

58.2
58.6

57.9

62.2

56

58

60

62

64

66

68

70

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

総計 大卒 高卒 中卒
(年)

出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。



10 一般労働者の学歴別年齢階級別男女間所定内給与格差
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出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（２００７年）
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。



11 一般労働者の企業規模別男女間所定内給与格差の推移(男性＝100)
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出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。



12 一般労働者の産業別男女間所定内給与格差
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出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2007年)
注） １ 男性一般労働者の所定内給与額を100．0としたときの、女性一般労働者の所定内給与額の値

２ 一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。
３ 電気・ガス・熱供給・水道業、運輸業及び複合サービス事業は、民・公営計の値である。



13 家族手当、扶養手当、育児支援手当など支給企業割合
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出所） 厚生労働省「就労条件総合調査」(1999年調査までは「賃金労働時間制度等総合調査」)(2005、1999年)
注） 1999年調査では、育児支援手当を含まない。



14 住宅手当など支給企業割合
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15 労働力人口、労働力率の推移

出所） 総務省「労働力調査」
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16 雇用者数の推移
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17 女性の年齢階級別労働力率
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18 主要国の女性の年齢階級別労働力率
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19 完全失業率の推移
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20 年齢階級別失業率
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21 平均勤続年数
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22 男女別雇用者の平均勤続年数の推移
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23 勤続年数階級別女性一般労働者構成比率の推移
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24 女性管理職の割合
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25 勤続年数階級別男女別一般労働者全体に占める管理職比率
(企業規模100人以上)

12.8

19.3

6.4

21.0

14.3

5.5

3.8

2.6

1.8
1.1

11.6

10.3

2.1
1.6

1.41.8
1.2

0.7

5 .3
4 .94 .9

2 .3

1 .50 .80 .50 .40 .3

0 .9
0 .50 .40 .30 .20 .1

0 .1

0 .9

1 .9

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

０年 １～２年 ３～４年 ５～９年 10～14年 15～19年 20～24年 25～29年 30年以上

（％）

男性（課長）

男性（部長）

女性（課長）

女性（部長）

出所） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2007年)



26 役職別管理職に女性が占める割合の推移
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27 管理職に占める女性割合の国際比較
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28 学歴別女性一般労働者構成比の推移
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29 女性新規学卒就職者の学歴別構成
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30 ポジティブ・アクションに取り組んでいる企業割合
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31 規模別ポジティブ・アクション取組状況の推移
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32 女性の職域の拡大状況
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33 企業の賃金制度の見直し
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34 コース別雇用管理制度の導入状況
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35 日本の一般的な男女間賃金格差について(意識調査)
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合計

出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部。



36 所属する企業の男女間賃金格差について(意識調査)
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(%)

経営者

組合男性

組合女性

合計

出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部。



37 男女間賃金格差の要因(意識調査、複数回答)
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学歴が低い
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残業ができない

(%)

経営者

組合男性

組合女性

出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部。格差がある理由として「非常に該当すると思う」「ある程度該当すると思う」とし

た回答割合の合計である。



38 職務の客観的・公正な評価の可能性(意識調査、管理職層)
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(%)
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出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部



39 職務の客観的・公正な評価の可能性(意識調査、非管理職層)
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(%)
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出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部



40 年功給の廃止・縮小(意識調査)
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(%)
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組合女性

合計

出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部。年功給の廃止・縮小が今後進むと思うかどうかについて聞いたもの。



41 成果給の割合を高める企業(意識調査)
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出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部。成果給の割合を高める企業が今後増えると思うかどうかについて聞いたもの。



42 今後不必要な手当(意識調査、複数回答)
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出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部。



43 格差解消への積極的取組の必要性(意識調査)

出所） 男女間の賃金格差問題に関する研究会「男女間の賃金格差に関する意識調査」(2002年)
注） 調査対象は、経営者、労働組合幹部
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